
平成３０年度第４回 

大阪府市公立大学法人大阪評価委員会 

議事要旨 

 

１ 日時 平成３１年１月１１日（金）午後２時～ 

２ 場所 大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）５階 大会議室２ 

３ 出席委員 馬場委員長、梅田委員、髙嶋委員、田辺委員、戸部委員、平野委員、 

眞下委員 

４ 議事内容 

（１）公立大学法人大阪第１期中期計画（素案）について 

○ 委員からの主な意見等 

・ ３ページの「研究水準の向上」において、「海外からの研究資金の拡大を目指す」と

あるが、外部資金の獲得先を海外だけに限定しない表現がよいのではないか。 

・ ４ページの「研究体制の整備等」において、「科学研究費補助金の教員一人あたり新

規申請件数については 0.7件以上確保」というのは、かなり高い目標数値と思われる。 

  同ページの「教員一人あたりの共同・受託研究件数についても、年間 0.7件以上を

確保」というのは、かなり高い目標数値と思われる。数値を書き込むのであれば、ど

ういう基準で出した数値なのか、確認いただきたい。 

・ ８ページの高専に関する部分で、大学との交流や連携において、相手側の大学につ

いて「府大」という表現と「両大学」という表現が混在している。高専はどちらの大

学とも交流や連携ができるので、「両大学」とした方がよいのではないか。 

   ・ 11ページの「情報の提供と戦略的広報の展開に関する目標を達成するための措置」 

    において、「戦略的広報」とあるにも関わらず、ウェブサイトやソーシャルメディアな

ど、見る人が見に行こうとしないと広報にならないものだけになっている。戦略的広

報ということであれば、積極的に外に打って出るような取組を実施する必要があるの

ではないか。 

   ・ 12 ページの「両大学の統合等に関する目標を達成するための措置」において、中

期目標に比べ、中期計画の方があいまいな表現になっている。2022年度の大学統合

に向けて、どんなことをやっていくのかということをもう少し具体的に記載すべきで

ある。 

      また、法人統合による大学間のシナジー効果を大学統合に先駆けて社会に示してい

くことが重要である。中期計画に具体的なシナジー効果について記載すべきである。 

 

 


